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(57) 要約： 従来懸念 された、 レーザ照射や電子
ビーム照射 に伴 うヒステ リシス損の増大 を効果
的に抑制 して、 ヒステ リシス損 および保磁 力が
低 い方 向性電磁鋼板の提供 を課題 とす る。 解
決手段 と しては、鋼板の一方の幅端部か ら他方
の幅端部 まで、磁 区を圧延方向に分 断す るよ う
に形成 された還流磁 区領域 X を有す る方向性電
磁鋼板 において、板厚 を t (mm) と し、該領域 X

の幅 を、鋼板の表面および裏面か らビッター法で測定 して小 さい方の値 を w ( µ ) と し、また 1 結晶粒 内
に平均的に存在す る該領域 X の数 を S (個 ） と した とき、次式 （1 ) の関係 を満足 させ る。 一 （500t-80)x
S + 230 ≤ w ≤ — C500t-80)x S + 330 ( 1 )



明 細 書

発明の名称 ：方向性電磁鋼板およびその製造方法

技術分野
[0001 ] 本発明は、変圧器の鉄心などの用途に供 して好適なヒステリシス損および

保磁力が低い方向性電磁鋼板およびその製造方法に関するものである。

背景技術
[0002] 近年、エネルギの効率的使用を背景として、変圧器メーカなどにおいて、

磁束密度が高く、鉄損が低く、さらには騒音が小さい電磁鋼板が求められて

いる。

[0003] 磁束密度は、鋼板の結晶方位をゴス方位へ集積させることによって向上が

可能であり、例えば特許文献 1 には、1. 97 T を超える磁束密度 B 8を有する方

向性電磁鋼板の製造方法が示されている。

[0004] 一方、鉄損は、素材の高純度化、高配向性、板厚低減、Si，A L添加および

磁区細分化によって改善が可能である （例えば非特許文献 1 ) 。この他、特

許文献 2 には、焼鈍分離剤を調整することによって、保磁力を低下し、鉄損

に有利な方向性電磁鋼板を製造する方法が示されている。

[0005] また、騒音は、還流磁区と呼ばれる外部磁界方向に対 して直角を向いてい

る磁気モ一メン卜を有する領域を縮小させることによって、低減することが

可能である。還流磁区を低減する方法としては、特許文献 3 に記載されてい

るような方法があり、中でも 「結晶粒の< 1 0 0 > 方向を圧延方向に揃える

」ことは、磁束密度 B 8の向上およびヒステリシス損の低減にも有効であると

考えられ、これまで数多くの報告がなされている。

[0006] しかしながら、一方で、結晶粒の< 1 0 0 > 方向を圧延方向に揃えると、

静磁エネルギが下がるため、磁区幅が広がって、渦電流損が高くなることが

知られている。

[0007] そこで、渦電流損を低減する方法として、被膜張力の向上や熱歪みの導入

による磁区細分化技術が利用されている。



特許文献 4 に示 され るような被膜張力 を向上 させ る方法 は、還流磁 区を消

失 させ る効果 もあるため、騒音低減 にも有利ではあるものの、付与する張力

には限界がある。

[0008] —方、熱歪みの導入 による磁 区細分化 は、 レーザや電子 ビーム照射な どに

よつて行われてお り、絶大な渦電流損 の改善効果がある。

例 えば、特許文献 5 には、電子 ビ一厶照射 によってW 17/50が0. 8 W/kg を下回

る鉄損 を有 する電磁鋼板 の製造方法が示 されてお り 、電子 ビ一厶照射 は極 め

て有用な低鉄損化手法であることが分かる。

また、特許文献 6 には、 レ一ザ照射 によって、鉄損 を低減 する方法が示 さ

れている。

先行技術文献

特許文献

[0009] 特 許文献 1 ：特許第 4 3 6 7 9 号公報

特許文献2 ：特許第 3 3 8 6 7 2 7 号公報

特許文献3 ：特許第 4 5 8 5 0 号公報

特許文献4 ：特公平 2 — 8 0 2 7 号公報

特許文献 5 ：特公平 7 — 6 5 1 0 6 号公報

特許文献 6 ：特公平 3 _ 3 2 9 3 号公報

特許文献7 ：特許第 4 0 9 7 4 9 号公報

特許文献8 ：特許第 4 3 4 4 2 6 4 号公報

非特許文献

[001 0] 非特許文献 1 ： 「軟磁性材料の最近の進歩」、第 1 5 5 1 5 6 回西 山記念技

術講座、社 団法人 日本鉄鋼協会、平成 7 年 2 月 10日発行

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[001 1] ところが、 レーザや電子 ビームな どを照射すると、磁 区が細分化 され渦電

流損 が下がる一方で、 ヒス テ リシ ス損 が増大する。



例 えば、特許文献 7 にも示 されているように、 「鋼板 に レーザを照射する

と皮膜の蒸発反力、 または急加熱 急冷 によ り表層 に応力歪みが発生する。

この歪みを源 に してその幅 とほぼ同程度の幅 を持つ還流磁 区が発生 し、 ここ

での静磁 エネルギを最小化 にするように 18 0 ° 磁 区が細分化 される。 その結果

、 18 0 ° 磁 区幅 に比例 した渦電流損が減少 し鉄損が低下する。一方で、歪みが

導入されるとヒステ リシス損 は増大する。すなわち レーザによる鉄損低減 と

は図 1 1に模式図に示すように歪み量の増大に伴 う渦電流損の減少 とヒステ リ

シス損の増加の中で、 それ らの和である鉄損 を最小化 させる最適応力歪みを

付与することにある。従 って、渦電流損 を十分 を低下させ、かつ ヒステ リシ

ス損の増大を極力抑制することが理想的であ り、 そのような方向性電磁鋼板

を実現することが望 まれていた。」のである。

[00 12 ] また、特許文献 8 には、 レ一ザ照射な どによって鋼板 に生 じる硬化領域が

、磁壁移動 を妨害 し、 ヒステ リシ ス損 を高 くすると報告されている。

さ らに、 このような還流磁 区は、磁歪 を増大させると考 え られてお り、 し

たが って、変圧器の鉄心 と して使用 した場合、励磁時に騒音が大 きくな つて

しまう。

[00 13 ] このような問題 に対 して、特許文献 8 には、 レーザ出力やスポ ッ ト径比 を

調整することによって、 レーザ走査方向 と直角方向の、 レーザ照射 によって

硬化する領域 を0 . 6mm以下に縮小させ、照射 による ヒステ リシス損の増大を抑

制することで、鉄損 をよ り低減する技術が示 されている。 しか しなが ら、 そ

れでも、 レーザや電子 ビームを照射することによって鉄損の最小化 を図ると

、少なか らず ヒステ リシス損 および騒音が、照射前 よ りも増大 して しまうと

いう問題があ つた。

[00 14 ] 本発明は、上記の現状 に鑑み開発 されたもので、従来懸念 された、 レーザ

照射や電子 ビーム照射 に伴 うヒステ リシス損の増大を効果的に抑制 して、 ヒ

ステ リシス損 および保磁力を低減 した方向性電磁鋼板 を、 その有利な製造方

法 と共 に提案することを目的 とする。

課題を解決するための手段



[001 5] さて、発明者らは、上記の課題を解決すべく鋭意実験と検討を重ねた結果

、 レーザや電子ビームなどによる磁区細分化処理に工夫を加えることによつ

て、渦電流損を低減させつつ、ヒステリシス損も低減させ得ることを見出し

た。

[001 6] 上記の磁区細分化処理は、鋼板に還流磁区を生成させる一方、照射前にあ

つたランセッ卜磁区と呼ばれる還流磁区を消失させる役割も有する。ランセ

ッ卜磁区とは、結晶方位 （ 角）が、理想的な< 1 0 0 > 方向から数。ずれ

ている場合に生 じる静磁エネルギを低減するために生成する、板厚方向に磁

気モ一メン 卜を有する領域である。

かような現象が生 じる詳細なメカニズムは定かではないが、磁区細分化に

より新 しく生成 した還流磁区が、ランセッ卜磁区に代わって静磁エネルギを

安定化 したためか、または磁区細分化時に鋼板に形成された内部応力が、ラ

ンセッ卜磁区を不安定にするため、ランセッ卜磁区が消失するものと考えら

れる。

[001 7] 発明者らは、 レーザや電子ビームの照射によって生成する還流磁区に対 し

て、消失する還流磁区 （ランセット磁区）の割合を高くすることにより、ヒ

ステリシス損および保磁力を照射前の値よりもさらに低減できることの新規

知見に基づいて、本発明を完成させたものである。

[001 8] すなわち、本発明の要旨構成は次のとおりである。

1 . 鋼板の一方の幅端部から他方の幅端部まで、直線状または曲線状に、圧

延方向に周期的に、磁区を圧延方向に分断するように形成された還流磁区領

域 X を有する方向性電磁鋼板において、板厚を t (mm) とし、該領域 X の幅を

、鋼板の表面および裏面からビッター法で測定 し、そのうちより小さい方の

値をw ( ) とし、また 1結晶粒内に平均的に存在する該領域 X の数を s

(個）としたとき、これらw 、 s および t が次式 （1 )

- (500t-80) X s +230 ≤ w ≤ - (500t-80) X s +330 ( 1 )

の関係を満足することを特徴とする方向性電磁鋼板。

[001 9] 2 . 前記 1 に記載の方向性電磁鋼板の製造方法であって、鋼板表面にレーザ



または電子 ビ一厶を照射するに際 し、鋼板の平均結晶粒径 に応 じて、圧延方

向の周期的な照射間隔 し、照射エネルギ E および ビーム径 a の少な くともい

ずれかを調整 して、鋼板の一方の幅端部か ら他方の幅端部 まで、直線状 また

は曲線状 に、圧延方向に周期的に、磁 区を圧延方向に分断する還流磁 区領域

X を形成することを特徴 とする方向性電磁鋼板の製造方法。

発明の効果

[0020] 本発明によれば、磁 区細分化 に際 し、還流磁 区を適切 に導入することによ

り、渦電流損の改善 に加え、従来難 しいとされた ヒステ リシ ス損の改善 も同

時に達成することがで きる。

また、本発明の方向性電磁鋼板 は、 ヒステ リシ ス損が低 いだけでな く、 1. 7

T 励磁 における保磁力も低 いため、変圧器のエネルギ使用効率が向上する利

点がある。 さ らに、騒音の要因 とされる還流磁 区量が極めて少ないため、騒

音の抑制 も併せて達成で きるので、産業上極めて有用である。

図面の簡単な説明

[0021 ] [ 図 1] 還流磁 区領域 X の形成要領 を示す図である。

[ 図2 ] 還流磁 区領域 X の幅 w と 1 結晶粒 内に平均的に存在する領域 X の本数 s

が磁 区細分化および ヒステ リシス損 に及ぼす影響 を示すグラフである。

発明を実施するための形態

[0022] 以下、本発明について具体的に説明する。

本発明は、方向性電磁鋼板 に対 して適用されるものである。方向性電磁鋼

板 と しては、絶縁被膜な どがコーテ ィングされていても良い し、 コ一テ ィン

グが部分的に剥離 していても、 また全体 に無 くても問題 はない。

[0023] また、本発明の電磁鋼板 は、鋼板の幅端部か らもう一方の幅端部 まで、直

線状 または曲線状 に、圧延方向に周期的に、磁 区を圧延方向に分断するよう

に形成 された還流磁 区領域 X を有する。 こ こで、 幅方向には、必ず しも連続

した 1 本の線で照射 されている必要はな く、数 100mm毎 に不連続であ っても良

し、。 すなわち、例 えば図 1 に示すように、途中で段差がついていても良い。

ただ し、結晶粒界は、上記の、磁 区を圧延方向に分断するように形成 された



還流磁区領域に含めない。

[0024] 上記した還流磁区領域X の導入前後の鉄損変化量を考察すると、一般に、

磁区細分化に対応する渦電流損の低減および還流磁区増大によるヒステリシ

ス損の増加は、領域X の幅w が大きくなるほど、また 1結晶粒内に平均的に

存在する領域X の本数 s が大きいほど顕著になると考えられる。

しかしながら、発明者らは、上記した s およびw、さらに板厚tが、ある一

定の関係を満足すると、ヒステリシス損が改善されることを見出した。

[0025] ここで、 1結晶粒内に平均的に存在する領域X の本数 s は、磁気測定を行

う試料内に存在する結晶粒 ί ( ί = 1 ~ Ν 、 Ν ：全結晶粒数）に対して、そ

の面積率S iとその結晶粒内に存在する領域X の数 n iを測定し、∑ ( i = ,

N ) S i X n iで定義した。被膜が付いたままでは、結晶粒の測定がしにくい場

合には、結晶粒が目視で認識できるまで、塩酸や硝酸などを用いて被膜を剥

離してもよいが、過度にすると地鉄が溶出してしまい、領域X の幅が被膜あ

りの状態から変わるため、領域X の幅は予め被膜付きの状態で測定する方が

好ましい。また、領域X の幅は、鋼板の表面から観察する場合と裏面からの

場合で異なるため、より小さい方の値で定義し、w とした。ただし、領域X

が片面でしか観察されない場合には、その片面における幅をw とした。w が

幅方向で大きく変動する場合には、幅方向の平均値を採ることとする。

[0026] なお、還流磁区領域X の幅の測定に際しては、ビッター法を用いる。

ここに、ビッター法とは、磁化の変化が大きい部分にひきつけられやすい

磁性コロイドによって、磁壁などを観察する手法である。

[0027] 発明者らは、上記したw とs を適正化することによって、磁区が細分化さ

れて渦電流損が低減し、しかも照射前よりもヒステリシス損が改善される条

件を実験的に求めた。

図2 に、電子ビーム照射によるw とs が磁区細分化およびヒステリシス損

に及ぼす影響について調べた結果を示す。

同図に示したとおり、磁区が細分化され、ヒステリシス損が照射前に比較

して低くなる条件は、次式 （1 )



- (500t-80) X s +230 ≤ w ≤ - (500t-80) X s +330 ( 1 )

で規定できることが明らかとなつた。

なお、 w < _ (500t-80 ) X s +230 の場合は、照射によって元々鋼板に存在

していた還流磁区が低減せず、 ヒステ リシス損の改善効果が不十分であり、

—方 _ (500t-80) X s +330<w の場合は、照射によって増加する還流磁区が

多すぎてヒステ リシス損の改善が望めない。

[0028] 例えば、前記板厚 t が0. 22mmの場合、 ヒステ リシス損が照射前に比較 して

低 くなる条件は、次式 （2 )

-30 X s +230 ≤ w ≤ -30 X s +330 ( 2 )

で規定できる。 w < _30 X s +230 の場合は、照射によって元々鋼板に存在 し

ていた還流磁区が低減せず、 ヒステ リシス損の改善効果が不十分であり、一

方 _30 X s +330<w の場合は、照射によって増加する還流磁区が多すぎてヒ

ステ リシス損の改善が望めない。

[0029] また、 ヒステ リシス損が低減するw の範囲は、板厚 t が大きくなるほど狭

くなることが明らかとなった。 これは、板厚 t が小さい場合には、磁壁エネ

ルギが低いためにレーザや電子 ビームを照射すると容易に磁区細分化が生 じ

、静磁エネルギが減少することに起因すると推定され、もともと静磁ェネル

ギを低減するために生成 していたランセッ ト磁区は存在する必要がな くなり

、消失すると考えられる。そのため、できるだけ大きなヒステ リシス損低減

効果を得る観点からは、板厚 t が0. 27mm以下であることが好ましい。

[0030] また、発明者 らは、 s が大きいほど、 ヒステ リシス損が過度に高 くなる傾

向にあることを見出 した。詳細なメカニズムは不明であるが、元々粒内に存

在する還流磁区は、 s が小さい段階でほぼ消失 して しまうため、 s がさらに

大きくなつても、還流磁区を減 らす効果は非常に乏 しくなる一方で、熱影響

領域が拡大することによって、 ヒステ リシス損が増大するためであると推定

される。一方、 s が小さすぎるとヒステ リシスの改善効果が不十分となる。

従 って、 1 結晶粒内に平均的に存在する領域 X の本数 s は、 0. 3~1 0個程度

とすることが望ましい。



また、還流磁 区領域 X の幅 w は、30~320 m程度 とすることが好 ま しい。

[0031 ] さ らに、発明者 らは、鋼板表面 に レーザ または電子 ビームを照射するに際

し、鋼板の平均結晶粒径 に応 じて、圧延方向の周期的な照射間隔 し、照射ェ

ネルギ E および ビ一厶径 a の少な くともいずれかを調整 して、上記領域 X を

形成することによ り、上記のような ヒステ リシス損 および保磁力の低 い方向

性電磁鋼板 を製造することがで きることを見出 した。

[0032] 例 えば、鋼板の圧延方向の平均結晶粒径 D を、 ί 番 目の結晶粒の圧延方向

最大長 さを d iと して、 D = ∑ ( i = , N ) S i X d iと定義すれば、十分な数

の結晶粒があれば、

s = [ D / L ] o r [ D / L + 1 ] 、 ただ し、 [ ] はその中の値 を超

えない最大の整数

と表す ことがで きる。

[0033] 従 って、 この s が、上掲式 （1 ) を満たすように、領域 X の幅 w および照射間

隔 L を調整 してやれば良い。領域 X の幅 w は、照射エネルギ E ゃ ビ一厶径 a

との相関が高 く、 E が高 くなるほどw が大 きくな り、 また同一エネルギ照射

の場合 a が小さ くなるほどw が大 きくなるため、予めテス 卜照射 を行 ってw

と E 、 a との関係 を実験的に導 出 しておけば、 E ， a の調整 によって、 w を

制御することが可能である。

[0034] また、 ヒステ リシス損 は、測定ば らつ きが0. 002W/kg 程度あるため、照射 に

よって ヒステ リシス損が下がると認める変化量 を （照射前の ヒステ リシス損

—照射後の ヒステ リシス損） 0. 003W/kg と した。

領域 X の導入には、ボ一ル ペ ンやナイフな どによる 卜書 きや、熱 ' 光 - 粒

子線照射な どが考 え られるが、ボール ペ ンやナイフな どで 卜書 いた場合、歪

みの導入が多 くな り、 ヒステ リシス損が増大 しやすいことか ら、 レーザ照射

、電子 ビーム照射、 プラズマ炎照射な どといった熱 光 粒子線照射が望 ま

しい。

実施例

[0035] (実施例 1 )



本実験 に用いた材料 は、板厚 が実測値 で 0 . 22mm、圧延方向の磁束密度 B 8が 1

. 85~1 . 95 T で、地鉄 の表面 に、 Mg 2S i 04を主成分 とするガラス状被膜 およびそ

の上 に無機物 の処理液 を焼 き付 けた被膜 （リン酸塩系 コ一テ ィング）の 2 層

の被膜 を有 する方向性電磁鋼板 である。

[0036] 還流磁 区領域 X を導入する手法 と しては、電子 ビ一厶照射、 レ一ザ照射 を

用いた。各照射 に際 しては、電子 ビ一厶照射部、 レ一ザ照射部 が、鋼板 の圧

延直角方向に鋼板 を横切 るように、全板幅 にわた って直線状 に走査 した。

電子 ビーム照射の場合 には、走査線 に沿 って、照射時間が、長時間 （S l )

と短時間 （s 2) を繰 り返すように して行 い、 この繰 り返 しの距離周期 （ドッ

卜ピッチ）は 0 . 05~0. 6mmと した。 また、通常、 s 2は s ，に対 して十分 に短 く

無視 で きるため、 s ，の逆数 を照射周波数 と して良 く、 10~250kHz と した。 さ

らに、走査速度 は 4 ~80m/s 、圧延方向の繰返 し間隔は 3 ~50mm と した。 なお

、電子 ビームの照射 に際 しては、収束 コイル 中心 か ら被照射材 までの最短距

離 を700mm、加工室 内の圧力 を 2 Pa以下 と した。

—方、 レーザ照射の場合 は、連続照射 （ドッ 卜ピッチ ：0 ) または断続 的

にパル ス照射 （パ ル ス 間隔 ：0 . 3mm) と し、走査速度 は 10m/s 、圧延方向の繰

返 し間隔は 3 ~50mm と した。 レーザは、連続照射の場合 はファイバ一 レーザ

を、パ ル ス照射の場合 は Y A G レーザ をそれぞれ用い、 いずれ も波長 ：1064 η

mと した。

[0037] 上記の方法 によ り還流磁 区領域 X を導入 した後、 マ グネ ッ トピュア一 （シ

グマハ イケ ミカル社製 MV-95) を用いた ビッター法 によ り、領域 X の幅 を表裏

面か ら測定 し、 w を求めた。 ついで、鉄損 を測定 した。 その後、 35% の塩酸

水 ：5 L を20 L の水で希釈 した水溶液 に47% フッ化水素水 ：500mL を混合 した

水溶液 と、 67. 5% 硫酸水 ：500mL を 10 L の水で希釈 した水溶液 によって、被膜

を剥離 した。

被膜 を剥離 した試料の各結晶粒 内にある領域 X の数 を、 マ グネ ッ トビユア

—を用いて観察 し、 s を測定 した。

[0038] 表 1 に、還流磁 区領域 X の幅 w および還流磁 区領域 X の数 s を示す。



また、 表 1 に は、 照 射 前 の ヒス テ リシ ス損 W h 17/50 、 照 射 後 の ヒス テ リシ ス損

の 改 善 量 AWh 17/50 ( 照 射 前 の値 —照 射 後 の値 ） お よび 渦 電 流 損 の 改 善 量 A W e i

( 照 射 前 の値 —照 射 後 の値 ） に つ い て調 べ た結 果 も併 せ て 示 す。

さ らに、 表 1 に は、 照 射 前 の保 磁 力 H eお よび 照 射 後 の保 磁 力 改 善 量 ∆ H e

( 照 射 前 の値 _ 照 射 後 の値 ） に つ い て の調 査 結 果 も併 記 す る。

な お、 表 1 に は、 被 膜 に よ る付 与 張 力 を記 号 A 、 B 、 C で 示 した が、 A は 1

0MPa 超 〜 15MPa 以 下 、 B は 5 MPa超 〜 10MPa 以 下 、 C は 5 MPa以 下 の 場 合 で あ る
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[0040] 表 1 に示 したとおり、いずれの場合も、渦電流損は低減 し、磁区が細分化

していることが判明 したが、 ヒステ リシス損は、前掲 （1 ) 式を満足する場合に

限り改善されていることが分かる。また、保磁力 H eも低減 し、少ない外部磁

場で励磁できることが分かる。

さらに、 ヒステ リシス損改善量 A W h17/50および保磁力改善量 ∆ Η οは、被膜

張力が低いほど大きくなる傾向にあることが判明 した。 この理由は、電子ビ

—厶またはレーザ照射前のランセッ 卜磁区は、被膜張力が高いほど低減 して

いるために、被膜張力が高い場合には照射による改善代が少なくなつたもの

と考えられる。

[0041 ] (実施例 2 )

板厚実測値で、それぞれ0 . 18mm、 0 . 19mm、 0 . 24mmである方向性電磁鋼板を

用いたこと以外は、実施例 1 と同様の条件によって電子ビーム照射を行った

その結果を表 2 に示す。

[0042]
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[0043] 表 2 に示 した とお り、板厚 が 0 . 22mm以外 の場合 において も同様 に、 （2 )

式 を満 足 す る ことで、 ヒステ リシス損 お よび保磁 力 が改善 し、 それ ぞれ低 い

値 とな る ことがわ か る。

[0044] (実 施 例 3 )

さ らに、磁 区細分化 を施 した幅 100mmの鋼板 を用 いて、 三相 三脚 の積 み鉄心

型 の変圧器 を模擬 した、 外径 500mm角 の モデル トラ ンス を作製 し、騒 音評価 を

実施 した。

この モデル トラ ンスは、積 み厚 ：約 15mm、鉄心 重量 ：約 20kg とな るよ うに

斜 角切 断 した鋼板 を積 層 して作製 した。 三相 は 12 0 ° 位相 をず ら して励磁 を行

し、、 1. 7T、 50Hz 励磁 の場合 にお ける騒 音測 定 を行 った。騒 音 は鉄心表 面 よ り2

0cm離 れ た位 置 （2 ケ所 ） にてマ イ ク測 定 し、 A スケール補 正 （JIS C 1509)

を行 った dBA単位 で表 した。

表 3 に測 定結 果 を示 す。

[0045] [ 表 3 ]

表 3

[0046] 比較例 と して示 した No. 13の鋼板 を用 いた場合 には、磁 区細分化処理後 に騒

音 が増 大 した。 これ は、鋼板 に過度 の還流磁 区が形成 され て、磁 気歪 み が大

き くな つたため と推 定 され る。

—方、 発 明例 して示 した No. 22お よび No. 27の鋼板 を用 いた場合 には、磁 区

細分化処理後 に騒 音 が低 下 す る ことがわ か る。 照射 によ り導 入 す る還流磁 区

X は、 ラ ンセ ッ ト磁 区 と同様 に磁 気歪 み を増 大 させ る要 因 とな るが、 照射 に

よる還流磁 区の導 入量以上 にラ ンセ ッ 卜磁 区の減 少量 が多 いため に、 両者 の

総 和 と して は磁 気歪 み低減 に有 利 な状 態 とな った もの と考 え られ る。



請求の範囲

[ 請求項1] 鋼板の一方の幅端部から他方の幅端部まで、直線状または曲線状に

、圧延方向に周期的に、磁区を圧延方向に分断するように形成された

還流磁区領域X を有する方向性電磁鋼板において、板厚を t (mm) とし

、該領域X の幅を、鋼板の表面および裏面からビッタ一法で測定し、

そのうちより小さい方の値をw ( ) とし、また 1結晶粒内に平均

的に存在する該領域X の数を s (個）としたとき、これらw 、 s およ

びt が次式 （1 )

- (500t-80) X s +230 ≤ w ≤ - (500t-80) X s +330 ( 1 )

の関係を満足することを特徴とする方向性電磁鋼板。

[請求項2] 請求項 1 に記載の方向性電磁鋼板の製造方法であって、鋼板表面に

レ一ザまたは電子ビ一厶を照射するに際し、鋼板の平均結晶粒径に応

じて、圧延方向の周期的な照射間隔し、照射エネルギE およびビーム

径 a の少なくともいずれかを調整 して、鋼板の一方の幅端部から他方

の幅端部まで、直線状または曲線状に、圧延方向に周期的に、磁区を

圧延方向に分断する還流磁区領域X を形成することを特徴とする方向

性電磁鋼板の製造方法。
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